
令和8年度　施設分析シート

Ⅰ施設の概要
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Ⅱ管理運営の状況

Ⅲ財務諸表 （単位：千円）

正味財産の部合計

備
考

施設コード S10-06-01

併設施設

990
2,065

施
設
基
本
デ
ー

タ
等

指
定
管
理

に
係
る
費

用
等

開所日数（日）

ガス使用料（m3）
水道使用料（m3）

電気使用量（Kw）

二酸化炭素（CO2）排出量（t）

ごみ排出量（L)

3,104
122

24,700

令和5年度
242

231,964
3,831
3,322

115
21,950

令和4年度
242

222,173
4,586
2,778

110
9,101

-

区内の子ども及び家庭
午前8時30分から午後5時15分
土・日・祝日、年末年始

令和8年度（見込み）

241

250,000
4,300
3,600

120
25,000

令和7年度
242

255,911
4,384
3,645

129
25,350

令和6年度
243

248,739
4,039

13,071 11,018

使用料及び手数料 295

0 0

0

R6年度 R7年度

90

施設の履歴 時期 建築費
(単位:千円)

財源内容（単位：千円）
国・都 区債 一般財源

施設名 荒川区子ども家庭総合センター
所在地 荒川一丁目５０番１７号
部課名 子ども家庭総合センター子ども家庭総合センター

竣工年月日 令和2年3月12日 区職員 その他

増改築①
建築

対象者

運営時間等
運営時間

休日

事業内容

駐輪場の状況

管理形態

令和2年 1,226,586 69,524

増改築②

面積
敷地面積
延床面積

設置目的・経緯 児童福祉法第12条第1項の規定に基づく児童相談所

供用開始年月日
構造 鉄筋コンクリート造 階層 地上4階

関連部署
根拠法令等
設置条例

児童福祉法、荒川区子ども家庭総合センター条例

駐車場の状況

令和2年4月1日 職員数

0

▲ 255 国庫支出金 2,053

0 行政収入合計(a) 2,881

200
▲ 4

分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 R6年度 R7年度 差額 勘定科目 R6年度 R7年度 差額

維持補修費 1,280 1,025 ▲ 255 都支出金 513 3,267 2,754

地方税等 0 0 0
物件費 36,909 36,654

▲ 95
減価償却費 51,168 51,168 0 その他 20 16

その他の流動負債 0

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 752,095 ▲ 739,427 12,668
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

▲ 1,412 0
行政費用合計(b) 753,564 754,569 1,005 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 752,095 ▲ 739,427 12,668
その他行政費用 0 金融収支差額(d) ▲ 1,412

行
政
費
用

給与関係費

0 0

貸
借
対
照
表

勘定科目 R6年度 R7年度 差額 勘定科目

その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0 0

固
定
資
産

有形固定資産 1,349,383 1,298,215 ▲ 51,168 賞与引当金

36,059 ▲ 1,902

16,391

37,961 36,059 ▲ 1,902
土地 311,473 311,473 0

919,468 933,957

差額
流
動
資
産

収入未済 0 0 0 流動負債 37,961

700,000 0
工作物等 13,986 13,986 0 退職給与引当金 181,507 197,898 16,391
建物減価償却累計額 ▲ 253,037 ▲ 303,645 ▲ 50,608 特別区債 700,000

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0

0
建物 1,279,766 1,279,766 0 固定負債 881,507 897,898

364,258 ▲ 65,657
その他の固定資産 0 0 0 429,915 364,258 ▲ 65,657
建設仮勘定 0 0 0 正味財産 429,915

0 0
無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 14,489

工作物等減価償却累計額 ▲ 2,805 ▲ 3,366 ▲ 561 その他の固定負債 0

1,298,215 ▲ 51,168資産の部合計 1,349,383 1,298,215 ▲ 51,168 負債及び正味財産の部合計 1,349,383

備
考

行政費用では、家屋等修繕費用による維持補修費が減少している。行政収入は、児童虐待防止対策等総合支援事業費国
庫補助金のほか、自動販売機設置に係る行政財産使用料収入及び電気使用料収入である。

賞与・退職給与引当金繰入額

0 0

16,554 13,673
37,961 65,409 27,448 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 750,683 ▲ 738,015 12,668

0

まで
から

主に児童福祉法第11条第2項に掲げる以下の業務を行う。
●子ども及び家庭に係る総合的な相談対応（調査、判定、指導）
●児童の一時保護
●里親に関する業務

-

626,246 600,313 ▲ 25,933

行
政
収
入

扶助費 0 0

2台 バリアフリー
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直営 一部委託（清掃業務） 期間



Ⅳ　施設運営の方向性（所管の考え方）
無 有 ）

転用・多目的化 民営化 他施設との統合 廃止
現状維持 その他（ ）
有 ）
無

人にかかるコストの割合（％） 89

12
345,609

88 89

R8年度(見込み)R6年度 R7年度R4年度
23.7

365,364

（計画名：

R5年度
16

390,388

指標
有形固定資産減価償却率（％）
1㎡当たりコスト（円）財

務
指
標
・
評
価
指
標
等

20
361,582

88.2

課題に対する
現時点での考え

今後、長期的に使用する施設であるため、荒川区公共施設等総合管理計画に基づき、施設の適
切な運営と管理を行う。

議会、利用者等
からの意見

管理形態の変更の推移

利用者・地域のニーズ

現状・課題 日常的な点検・修繕により、施設の長寿命化を図る。

実績値

計画の有無

目標指標
指標名・単位 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

● ○

○
●

（変更内容：

○
●

○
○

○
施設運営の方向性

○

R8年度(見込み)

目標値
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考


